様式第N-11号(第16条関係)
	受付年月日
	審査年月日
	審査結果

	
	
	


型式認定の軽補正承認申請書
（高圧耐火ケーブル）
年 　月　 日
　一般社団法人電線総合技術センター会長殿
住　　所
申請者名
担当責任者氏名（役職名・氏名及び電話番号）
 eq \o\ac(○,印)
　下記の認定品について、耐火・耐熱電線認定業務に関する基本規程第１３条の軽補正の承認を受けたいので，下記のとおり申請します。
記
１．認定年月日
２、認定の有効期限
３．認定番号
４．品名
（該当するものに○を記し、及び必要事項を記入してください。５．以下において同じ。）
	名　称　・　種　類
	製品試験用ケーブルの線心数・サイズ

	高圧耐火ケーブル
	高難燃ノンハロゲン性能
	露出用
	

	
	有・無
	電線管用
	


５．型式の区分
	要　　　　　素
	区　　　　　　　　　　分

	シースの主材料
	

	絶縁体の主材料
	

	耐火層の主材料
	（１）
	

	
	（２）
	

	
	（３）
	

	導体の太さ（注１）
	

	 eq \o\ad(線心数,　　　　　　　)（注２）
	

	公称電圧
	

	遮へいの有無
	

	遮へいの材質
	

	遮へいの構造
	


　　　（注１）認定の範囲を記入（例）　　　１４～100㎜２
　　　（注２）認定の範囲を記入（例）　　　　２～ ３心
６．軽補正の内容
６－１．軽補正の内容について次の該当するものに☑をしてください（複数☑可）。また、括弧内に理由を書いてください。
□　型式区分内のサイズ・線心数の追加・削除
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　絶縁体・シースの材質変更
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　接続部自社工法
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
· 認定に係る工場又は事業場の品質管理体制
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　その他の軽微な変更
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
６－２　型式区分内のサイズ・線心数の追加・削除に☑をした場合には、次の表を記入してください（追加の場合は追加分のみ記載）。
　(6-2-1) 現行
	導　　　体
公称断面積
㎟
	線　　　　心　　　　数

	
	一括シースケーブル
（心）
	各心シース付ケーブル
（心）

	
	～
～
	～
～

	最大
仕上外径
（㎜）
	
	


　(6－2-1) 軽補正後
	導　　　体
公称断面積
㎟
	線　　　　心　　　　数

	
	一括シースケーブル
（心）
	各心シース付ケーブル
（心）

	
	～
～
	～
～

	最大
仕上外径
（㎜）
	
	


　6-2-2 構造図例
　(1) 現行と軽補正後の構造図例を記載してください（追加の場合は，追加分のみ記載）。
	現行
	構造図例を記載

	軽補正後
	構造図例を記載


６－３　絶縁体・シースの材質変更、接続部自社工法又はその他に☑をした場合には、次の表に現行と軽補正後の内容を箇条書文及び図で比較説明してください。
	軽補正前
	箇条書文及び図で説明

	軽補正後
	箇条書文及び図で説明


６－４　認定に係る工場又は事業場の品質管理体制に☑をした場合には、製造設備、検査設備、製造工程又は品質管理の方法の変更した以下の内容の書類(現行・軽補正後)を添付してください。
6-4-1製造設備
（現行）
	工程名
	製造設備
	製造者
	製造年月
	主仕様
	台数

	
	
	
	
	
	


（軽補正後）
	工程名
	製造設備
	製造者
	製造年月
	主仕様
	台数

	
	
	
	
	
	


6-4-2検査設備
（現行）
	検査設備名
	製造者
	製造年月
	主仕様
	台数

	
	
	
	
	


（軽補正後）
	検査設備名
	製造者
	製造年月
	主仕様
	台数

	
	
	
	
	


6-4-3製造工程及び品質管理の概要
（現行）
	工程図
	工程名
	管理項目
	測定機器
	記録
	検査方法
	実施部門

	
	
	
	
	
	
	


（軽補正後）
	工程図
	工程名
	管理項目
	測定機器
	記録
	検査方法
	実施部門

	
	
	
	
	
	
	


７　添付資料
　以下の資料を添付してください。
(1)　絶縁体・シースの材質変更又はその他の軽微な変更に☑した場合には、型式区分に応じて様式第N-8-1号による高圧耐火ケーブル/小型加熱炉試験成績書又は様式第N-8-2号による高圧耐火ケーブル/大型加熱炉試験成績書 
(2)　接続部自社工法に☑した場合で、既に、日本電線工業会規格への技術基準適合性の評定に関する規則に基づく評定を取得している場合には当該評定証書（写１部）。　なお、本件軽補正の申請と同時に日本電線工業会規格への技術基準適合性の評定に関する規則第37条の接続部工法の申請をする場合には同規則の様式第H-６号又は様式第H－7号による高圧耐火ケーブル接続部型式評定申請書を併せて提出してください。
(3)　認定証書（写1部）及び過去に軽補正の承認を受けたことがある場合には、その全ての軽補正についてセンターの承認印及び承認年月日が押印された軽補正承認申請書各1部（写）
1
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